
独
立
行
政
法
人
情
報
通
信
研
究
機
構
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
に
対
す
る
附
帯
決
議
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十
八
日

参
議
院
総
務
委
員
会

政
府
及
び
独
立
行
政
法
人
情
報
通
信
研
究
機
構
は
、
本
法
施
行
に
当
た
り
、
次
の
事
項
に
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

一
、
非
公
務
員
型
の
独
立
行
政
法
人
へ
の
移
行
に
当
た
り
、
機
構
は
、
周
波
数
標
準
値
の
設
定
、
標
準
時
の
通
報
等
の
業
務
が
停
滞
し
、
国
民
生
活

・
社
会
経
済
に
著
し
い
支
障
を
及
ぼ
す
こ
と
が
な
い
よ
う
に
万
全
な
体
制
を
整
備
す
る
こ
と
。

二
、
政
府
は
、
機
構
の
業
務
の
評
価
を
適
切
に
行
う
と
と
も
に
、
機
構
は
、
情
報
通
信
技
術
の
研
究
開
発
の
国
の
セ
ン
タ
ー
機
能
と
し
て
の
役
割
を

果
た
し
、
国
の
政
策
と
密
接
に
連
携
す
る
こ
と
。

三
、
機
構
は
、
独
立
行
政
法
人
通
信
総
合
研
究
所
と
認
可
法
人
通
信
・
放
送
機
構
を
統
合
し
、
発
足
し
た
法
人
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
統
合
に
よ

る
業
務
運
営
や
管
理
部
門
等
の
合
理
化
、
効
率
化
に
一
層
努
め
る
こ
と
。

四
、
機
構
は
、
非
公
務
員
型
の
独
立
行
政
法
人
と
な
る
こ
と
の
メ
リ
ッ
ト
を
生
か
し
、
内
外
か
ら
広
く
優
秀
な
人
材
を
集
め
、
さ
ら
に
研
究
開
発
を

充
実
さ
せ
、
情
報
通
信
分
野
の
発
展
、
国
際
競
争
力
の
強
化
に
寄
与
す
る
こ
と
。

五
、
機
構
は
、
業
務
の
一
層
の
効
率
化
を
図
り
、
研
究
開
発
予
算
の
費
用
対
効
果
の
最
大
化
に
努
め
る
こ
と
。

六
、
情
報
通
信
は
国
民
の
重
要
な
社
会
基
盤
と
な
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
機
構
は
、
そ
の
公
的
な
役
割
を
認
識
し
、
研
究
開
発
を
通
じ
て
、
安
心
、

安
全
で
豊
か
な
国
民
生
活
の
実
現
に
貢
献
す
る
こ
と
。

右
決
議
す
る
。


